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一里山ひかりこども園 園則（運営規程） 

 

 

第１章 総 則 

（事業所の名称及び所在地並びに基本理念） 

第１条 社会福祉法人大津ひかり福祉会が設置する幼保連携型認定こども園「一里山ひか

りこども園」（以下「本園」という。）の名称及び所在地並びに基本理念は、以下と

する。尚、運営管理については法令に定めるものの他、この規程に定めるところによる。  

１ 名  称 社会福祉法人大津ひかり福祉会 一里山ひかりこども園 

２ 所 在 地 大津市一里山二丁目１９番１０号 

３ 基本理念 本園は国際法規と秩序並びに日本国憲法を尊重擁護し、園の自主性を重ん

じ公共性を高めて園の健全な成長発展を図る。教育基本法及び児童福祉法並びにこども基

本法の精神に則り関係法令通知等を遵守して、乳幼児に良好な環境のもとで教育及び保育

を一体的に行い、望ましい健全な心身の発達を助長する。更には、乳幼児の家庭及び地域

の子育て家庭に対する子育て支援等の事業を展開し、あらゆる社会機能の有機的な連携を

結ぶ活動を行い、もつて現在及び未来に笑顔がつながる社会の実現を目的とする。   

 

（施設の目的及び運営方針） 

第２条 本園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとし、満３歳以上の子ども

に対する教育及び保育、並びに保育を必要とする子どもに対する教育及び保育を一体的

に行い、これらの子どもの健やかな成長が図られるよう適切な環境を整え、児の心身の

発達を助長すると共に、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的とする。  

２ 本園は、「大津市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運

営に関する基準を定める条例（平成 26年 9月 24日大津市条例第 61号）」（以下「条

例」という。）その他関係法令を遵守し、事業を実施するものとする。 

３ 本園は、乳幼児期を人生で最も幸福であるべき時期と捉え、児が周囲の人間及び社会

から慈しまれ、その生を喜ばれ尊ばれることを願い、事業を実施する。 

４ 本園は、教育及び保育の提供に当たり、入園する乳児及び幼児（以下「利用乳幼児」

という。）の人権に十分配慮すると共に、一人一人の人格を尊重し、利用乳幼児の最善の

利益を考慮した運営を行うものとする。  

５ 本園は、地域の様々な社会資源との連携を図りながら、利用乳幼児の保護者に対する

支援及び地域の子育て家庭に対する支援等を積極的に行うよう努めるものとする。  
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第２章 職 員 

（職員の職種及び員数） 

第３条 本園に次の職員を置く。尚、職員の配置については、条例の配置基準に定め

られた必要数を下回らない人数とする。  

 (1) 園 長       １名 

 (2) 主幹保育教諭    １名 

 (3) 指導保育教諭    １名 

(4) 副主幹保育教諭   若干名 

(5) 専門リーダー    若干名 

(6) 職務分野別リーダー 若干名 

  (7) 保育教諭       １名以上 

 (8) 管理栄養士・栄養士 １名以上 

(9)  調理師・調理員   １名以上 

 (10) 事務職員      若干名 

(11) 保育補助員        若干名 

(12) 園 医       １名 

(13) 園歯科医      １名 

(14) 園薬剤師          １名 

(15) その他職員     若干名 

 

（職務内容）   

第４条 職員の職務内容は、次のとおりとする。 

 (1) 園長 

   本園の運営管理全般及び職員の指揮監督 

 (2) 主幹保育教諭 

   園長を補佐し、保育教諭間の業務調整並びに指導計画や特別行事計画の作成指導、

保健衛生や安全管理に関する計画策定と指導、給食業務の監督、地域の保護者等に対

する子育て支援を行う。 

(3) 指導保育教諭 

 園内の教育及び保育をつかさどり、保育教諭その他の職員に対する教育及び保育向

上の為の技術指導並びに子育て支援等の指導監督を行い、又、地域の教育及び保育関

係者と積極的に関わることで、園内の職員への必要な助言や提案を行う。 

(4）副主幹保育教諭 

  主幹及び指導保育教諭と同様に、本園の各種業務の総合調整を行う。  
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(5) 専門リーダー 

専門分野における実践研究、並びに他の保育教諭等への必要な助言や指導、保育向

上のための技術指導を正副主幹保育教諭の補佐として行う。 

(6) 職務分野別リーダー 

職務分野における他の保育教諭等との連絡調整を行う。 

  (7) 保育教諭（非常勤含む）  

   主に、園児の教育・保育業務を司り、保護者と個々の児の姿を共有する中で、家庭

における生活指導を助長する。又、遊具の安全点検をはじめ、教育及び保育環境の適

正を保つ。 

 (8) 管理栄養士・栄養士 

      園児及び職員の栄養管理及び助言を行い、保護者へも開示する。 

(9) 調理師・調理員 

   給食調理業務、献立表の作成整理及び炊具食器の消毒、整備保管を行う。 

(10)事務職員 

   園の運営管理に必要な事務処理、契約事務及び経理事務を担当する。 

(11)保育補助員（無資格保育者） 

   保育教諭の補佐 

(12)園 医 

   園児、職員の健康診断・相談業務、並びに衛生管理に関する助言指導 

(13)園歯科医 

      園児の歯科検診、並びに職員の健康相談、口腔衛生管理に関する助言指導  

(14)園薬剤師 

   環境衛生検査を始め環境衛生に関する助言指導、医薬品等の服用や管理に関する助

言指導 

(15)その他職員 

   職務に準ずる業務 

 

 

第３章 学年及び学期等 

（学年及び学期） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。  

２ 学年を分けて次の３学期とする。  

 (1) 第１学期（降誕
ごうたん

期） ４月１日から８月３１日まで  

 (2) 第２学期（成道
じょうどう

期） ９月１日から１２月３１日まで  

 (3) 第３学期（涅槃
ね は ん

期） １月１日から３月３１日まで  
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（教育及び保育を行う日及び行わない日） 

第６条 教育及び保育を行う日は、月曜日から土曜日までとする。ただし、１号認定子ど

も（第10条第１号に規定する小学校就学前子どもをいう。以下同じ。）については、月

曜日から金曜日までとする。  

２ 本園の休業日は、次のとおりとする。  

 (1) 日曜日 

 (2) 年末年始（１２月２９日から１月３日） 

 (3) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

 (4) その他本園の定める日 

３ 以下の期間及び日においては、１号認定子どもに対する教育及び保育の提供は原則と

して行わない。 

(1) 土曜日 

(2) その他本園の定める日 

ア  学年末休業（３月２５日から３月３１日まで）※近隣の小学校に準ずる  

イ  学年始休業（４月１日から入園式まで）       同上  

ウ  夏季休業（７月２１日から８月３１日まで）     同上  

エ  冬季休業（１２月２４日から１月６日まで）     同上  

但し、その年の行事により変更することがある。  

４ 園長が教育及び保育上の必要又は止むを得ない事情があると認めるときは、前２項の

規定にかかわらず休業日に教育及び保育を行うことがある。 

５ 非常災害その他急迫の事情があるときは、臨時に教育及び保育を行わないことがある。 

 

（教育及び保育を行う時間） 

第７条 教育及び保育を行う時間は、次の区分に応じて、以下とする。 

１ 保育標準時間認定に係る保育時間≪２号・３号≫ 

7時15分から18時15分までの範囲内で、保護者が保育を必要とする時間とする。  

尚、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必要な場合は、  

18時15分から19時15分の範囲内で、別に定める時間外保育を提供する。（時間外保育は

有料） 

２ 保育短時間認定に係る保育時間≪２号・３号≫ 

8時30分から16時30分までの範囲内で、保護者が保育を必要とする時間とする。  

尚、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必要な場合は、7時15分

から8時30分まで、16時30分から19時15分の範囲内で、別に定める時間外保育を提供する。 
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（時間外保育は有料） 

３ 教育標準時間認定に係る教育時間≪１号≫ 

8時30分から14時30分までを標準とする。 

尚、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により教育及び保育が必要な場合

は、7 時 15 分から 8 時 30 分まで、及び 14 時 30 分から 19 時 15 分までの範囲内で、別

に定める一時預かり保育（幼稚園型）を実施することとする。（一時預かり保育は有

料、無償化の適用有り）  

(2)満３歳以上の園児については教育標準時間において教育を行うものとし、年間の教

育週数は39週以上とする。ただし、特別の事情がある場合は、39週を下回ることがある。 

 (3)本園は、教育標準時間認定の子どもが、やむを得ない理由により、 土曜日及

び長期休業中に教育及び保育を希望する場合には、8時30分から14時30分の間にお

いて一時預かり保育（幼稚園型）を実施することとする。  

 (4)前 (3)項による場合で、園長が特に必要と認めるときは、 8時 30分から 14時 30

分を除く開園時間内での一時預かりを実施することがある。  

 

 

第４章 定 員 等 

（学級の編制） 

第８条 満３歳以上の園児については、教育課程に基づく教育を行うため、学級を編制す

るものとする。 

２ １学級の園児の数は、３５人以下を原則とする。ただし、特別の事情がある場合は、

若干名上回ることがある。 

３ 学級は、学年の初めの日の前日において同じ年齢にある園児で編制することを原則と

する。ただし、保育時間において異年齢児学級を編成することは妨げない。  

 

（認可定員） 

第９条 本園の認可定員は、195名とする。 

 

（利用定員） 

第10条 本園の利用定員は、子ども・子育て支援法（以下この条において「法」という。）

第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとに次のとおり定める。  

１ 法第19条第１号に掲げる小学校就学前子ども（保育を必要とする子ども以外  

の満３歳以上の子どもをいう。以下「１号認定子ども」という。）   

15名 
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２ 法第19条第２号に掲げる小学校就学前子ども（保育を必要とする満３歳以上  

の子どもをいう。以下「２号認定子ども」という。）   

120名 

３ 法第19条第３号に掲げる小学校就学前子ども（保育を必要とする満３歳未満の子ども

をいう。以下「３号認定子ども」という。）のうち、満１歳以上の子ども  

  50名 

４ ３号認定子どものうち、満１歳未満の子ども  

10名 

 

（１号認定子どもの受付及び選考基準） 

第11条  本園が設ける１号認定子どもの募集受付及び選考方法における選考基準は次の

とおりとする。 

(1) 受付期間中に願書を配布、願書提出を受けた順に個々の保護者並びに当該児と面接

面談を行い受付を確定する。  

(2)前(1)による受付が定員を超過した場合の選考方法は、まず優先的受入選考を行い、

それでも超過する受付分へは、二次選考（補欠順位）を行い予め補欠順位を決めてお

く。  

(3) 優先的受入選考の先順位は  

①、当法人職員の子 

②、本園の２号から１号へ認定変更 

③、在園児・卒園児のきょうだい  

④、当法人姉妹園からの転園  

⑤、本園の所在学区内居住者 

⑥、その他の学区 

(4) 選考後に辞退・欠員が生じた場合の再受付も(2)の選考方法による。 

(5) 本園に在園の保護者の就労状況等が変化し２号から１号認定に変更になった場合は、

１号定員に空きがある場合はもちろんのこと１号定員を超過する場合にも、当該児童

を１号認定児として受入れる場合がある。 

 

 

第５章 教育及び保育等の内容 

（教育及び保育等の内容） 

第12条 本園は、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（平成29年内閣府・文部科学省・

厚生労働省告示第１号）に基づき、教育・保育並びに子育て支援事業を行う。 

２ 前項に規定する子育て支援事業の内容は、次のとおりとする。  
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 (1) 子育て相談 

 (2) 園、学級単位による親子のつどいの実施 

 (3) 一時預かり保育（幼稚園型）事業の実施 

（4）延長保育事業の実施 

 

（給食） 

第13条 給食は可能な限り変化に富んだ献立とし、安全な素材を使用し適切に調理し、園

児の心身ともに健全な発育に必要な栄養量を含有する美味しいものでなければならな

い。 

２ 給食は前項の規定による他、食品の種類及び調理方法において栄養並びに園児の身体

的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。 

３ 調理は、予め作成された献立に従って行われなければならない。  

４ 適宜法令等の定めに従い安全・衛生管理を徹底するものとする。 

 

（健康管理） 

第14条 園児には、入園時の健康診断を含め少なくとも１年に３回の定期健康診断を実施

し、記録しておかなければならない。  

２ 全職員の健康診断を年１回、検便を適宜実施し、調理員等給食関係者の検便は毎月実

施するものとする。 

 尚、乳児担当保育教諭にあっても、調理員同様に毎月検便を実施するものとする。  

 

（園児の生活） 

第15条 構造設備は、採光、換気や騒音等、園児の保健衛生を考慮したものとすると共に

危険防止に十分な処置を講じ、日常的に適正な環境の整備に努めなければならない。 

２ 園児の使用する居室、便所、衣類、寝具、食器等については、常に清潔に保たれなけ

ればならない。 

 (1) 居室、便所は毎日清掃し、定期的に消毒する。  

 (2) 食器等は、使用後よく洗い、十分に消毒する。  

 

 

第６章 保育料その他の費用徴収 

（保育料等） 

第16条 本園の保育料等は次のとおりとする。 

 (1) 保育料（月額） 特定教育・保育給付認定保護者が居住する市町村が定める額  
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 (2) 特定負担額 

  ア 主食費（月額） 1,200円 

  イ 副食費（月額） 4,500円 

  ウ 延長保育費 学年及び保育必要量認定に応じて本園が別に定めるところによる額 

(3) 実費徴収 

ア 保健衛生費      学年に応じて本園が毎年定めるところによる額  

イ 教育保育材料費          同上 

ウ 雑費               同上 

本園が独自に教育及び保育の提供における便宜上要する保育料に含まれない費用として負担

を求める主な費用は、次表に掲げるとおりとする。 

 

種 類 金 額 
対象や内容、 

負担を求める理由及び目的 

３歳以上児 給食代 月額 5,700 円 内訳：主食費￥1,200 副食費￥4,500 

２号・３号保育認定 

延長保育利用料 

（1 日 最大 1 時間） 

月に 10 日までの利用  

月額 1,500 円/一律 
 

月に 11 日以上の利用  

月額 2,000 円/一律 

２号・３号保育認定利用児の負担金  

【標準時間】18:15 以降から徴収         

【短 時 間】8:00～8:30、16:30～17:00 

      又は 16:30～17:30 

絵本代（教材） 月額 300 円～ 
1 歳児以上。毎月購入の絵本代実額負担、

教材・教具費用 

使用済み尿おむつ 

の処分料 
月額 200 円 

当該おむつの利用者全員一斉一律  

廃棄処分料の園との分担金 

園児損害保険料※ 
実額 960 円/年 

（令 4.4/1～現至） 

全園児対象 

保育中の互いの不慮の事故や突発的な感

染症への担保 

遠足代（3 歳児以上） １回 千円程度 
年に２～３回の遠足（園外活動）貸切バス

等の実額、園との案分負担 

その他 数百円 程度 
ある場合は随時案内 

（特別事業の物品などの実額負担）  

 ※損害保険料の請求は、保護者ご本人での申請～受領となります。 

 

ア,イの共に、新２・３号認定児を除く１号認定児については夏季休業中の  

負担は無い。それに伴い、7 月分は日割り計算の算式による負担額とする。  



9 

  

２ １号認定子どもの一時預かり保育料等は次表に掲げるとおりとする。 

 （新２・３号認定児については次表中＊で記す） 

内 容 

(種類・金額) 

7:15～ 

8：30 

8：30～ 

14：30 

14：30～ 

16：30 

16：30～ 

17：30 

17：30～
19：15 

(土曜 17：30 
～18：15) 

平 日 ３００円 ― ４５０円  ２００円 ５００円 

土 曜 
(第二土曜除く ) 

４００円  
１ ,５００円  ５００円  

３００円 ３００円 
＊４５０円  

学
年
末
・
年
始 

夏
冬
休
業
期 

 

平日 ３００円 
１ ,０００円  ４５０円  

２００円 ５００円 
＊４５０円  

土曜 
(第二土曜

除く ) 
４００円 

１ ,５００円  ５００円  
３００円 ３００円 

＊４５０円  

３ 新２・３号認定は、子育てのための施設等利用給付として、対象となる１号認定児の

事前申請により認定されることがある。  

４ 保育料は、出席の有無に関わらず毎月末日までにその月分を納入しなければならない。 

５ 正当な理由がなく、保育料を所定の日までに納入しなかったときは、退園を求めるこ

とがある。又、未納入が続く場合は、支払の上で退園を勧告する。 

６ 保育料等は、本園の運営上の事由により、その全部又は一部を免除することがある。 

 

 

         第７章 入園、退園、転園、休園及び卒園 

（入園に関する事項） 

第17条 本園に入園申込するときは、事前に利用対象児及び保護者と面接面談を行い、当

該園則の概要、職員の勤務体制及びその他の重要事項が記載された文書を交付して説明

を行い、保護者の同意を得た上で申込を受理するものとする。 

２ 利用申込が行われた１号認定子どもについて、入園希望者が利用定員を上回る場合は、

園が別に定める選考基準に基づく選考を行い、園長が入園を決定する。 

３ 利用申込が行われた ２号認定子ども及び３号認定子どもについては、大津市の行う

利用調整を経て、園長が入園を決定する。  

 

（退園、転園、休園に関する事項） 

第18条 退園、転園もしくは休園しようとする保護者は、その理由を記した文書を園長に

届け出るものとする。 
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（利用の終了に関する事項）  

第19条 本園は、以下の場合に教育及び保育の提供を終了するものとする。  

 (1) １号認定子ども及び２号認定子どもが小学校就学の始期に達したとき  

 (2) ２号認定こども及び３号認定子どもの保護者が、法令等に定める給付要件に該当し

なくなったとき 

 (3) 特定教育・保育給付認定保護者から、前条に基づく届出があったとき、又は本園利

用の取り消しや契約解除の申し出があったとき 

 (4) 市町村が、本園の利用継続が不可能であると認めるとき  

２ 本園は、以下の場合に文書で通知することにより、この契約を解除することが

できるものとする。  

(1)  利用料金・利用者負担金の支払いが２カ月以上遅延し、支払いの催告をした

にもかかわらず１４日以内に支払われない場合  

(2)  その他、履行の義務について、履行の催告をしたにもかかわらず履行されな

いときに、利用の継続について重大な支障又は困難が生じた場合  

(3)  保護者、その家族ないしはその関係者が本園、本園の職員又はその関係者に

対して、この契約を継続し難いほどの迷惑行為、背信的行為などを行い、利用

の継続について重大な支障又は困難が生じた場合  

３  園長は園児が所定の全課程を修了したと認めたときは、修了証書を授与する。 

 

 

第８章 緊急時における対応方法 

（緊急時における対応方法）  

第20条 本園の職員は、教育及び保育を行っているとき園児に病状の露呈や様子の変化に

気付いた時、その他緊急事態が生じたときは、速やかに保護者と嘱託医、または園児の

主治医に連絡する等、必要な措置を講ずるものとする。  

２ 教育及び保育を行っているときに事故が発生した場合は、大津市、特定教育・保育給

付認定を行った市町村及び園児の保護者等に速やかに連絡するとともに、必要な初期措

置を講ずるものとする。 

３ 園長は、事故の状況や事故に際して行った処置について記録するとともに、事故発生

の原因を解明し、再発防止のための対策を講ずるものとする。  

４ 本園は、園児に対する教育及び保育を行ったことにより賠償すべき事故が発生した場

合、関係法規に従い損害賠償を行うものとする。 
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第９章 非常災害対策 

（非常災害対策） 

第21条 園長は、自然災害、火災、その他の非常災害に備えて消防計画等を作成し、計画

的な防災訓練と設備改善を図り、園児と職員の安全に対して万全を尽さなければならな

い。 

２  前項の訓練のうち、避難訓練及び消火訓練については少なくとも毎月１回行うもの  

とする。 

 

 

第10章 虐待の防止等 

（人権擁護及び虐待防止） 

第22条 園長は、園児の人権の擁護及び虐待の防止を図るため、法令に基づき必要な体制

の整備を行うとともに、職員に対する研修の実施その他関係機関を通じ必要な措置を講

ずるものとする。 

 

 

第11章 管理及び運営に関する重要事項 

（秘密保持） 

第23条 職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た園児やその家族に関すること、

更には一切の個人情報やプライバシーに関する内容等の秘密を漏らしてはならない。  

２ 園長は、職員であった者が正当な理由がなく前項に定める秘密を漏らすことがないよ

う、必要な措置を講ずるものとする。  

 

（苦情対応） 

第24条 園長は、その行った教育及び保育並びに子育て支援に関する園児またはその保護

者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情を受け付けるための窓口を設置す

る等の必要な措置を講ずるものとする。  

 

（保護者との連絡） 

第25条 園長は、園児の行動や生活、健康状態等について適時に職員を指揮して常に保護

者との連絡を図り、園と家庭との相互の緊密な意思疎通が図られるよう努めるものとす

る。 

 

（記録の整備） 
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第 26 条 教育及び保育の提供に関する以下に掲げる記録を整備し、その完結の日から５  

年間保存するものとする。  

 (1) 教育・保育の実施に当たっての計画  

 (2) 提供した教育・保育に係る提供記録  

 (3) 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設  

等の運営に関する基準（平成 26 年内閣府令第 39 号）第 19 条に規定する市町村への

通知に係る記録  

 (4) 保護者からの苦情の内容等の記録  

 (5) 事故の状況及び事故に際して採った措置についての記録  

 (6) 幼保連携型認定こども園の指導要録を、当該児童が小学校を卒業するまで

の間保管する。ただし、入園、卒園等の学籍に関する記録については 20年間保

存する。  

 

（園のしおり〔重要〕） 

第27条 本園の諸事項を紹介する冊子である『園のしおり』を毎年度発行し、全保護者に

配布して常に『園のしおり』内容の再確認を呼びかけ、手元に保存していただけるよう周

知する。 

２ 『園のしおり』を毎年改訂発行する機会を通して、本園の各種内容を見直し改善して

向上させることに努める。 

３ 『園のしおり』を活用することで保護者と本園の共通認識を深め、より充実した教育

及び保育並びに家庭支援に結ぶことをねらいとする。  

 

（同意書の提出） 

第28条  

保護者は、本園の教育及び保育を利用しようとする乳幼児が入園（及び進級）する際に

は、毎年度発行する「園のしおり」と当「園則（運営規程）」に基づいた重要事項説明書

の内容に同意の上、別紙の「同意書」を必ず園に提出するものとする。―（ ） 内 は 、 変 更 あ

る 場 合 。 ― 

 

 

第12章 雑 則 

（その他の事項） 

第29条  この園則に定めるもののほか、こども園の管理に必要な事項は園長がその都度 

定める。 
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（改正） 

第30条 この園則を改正するとき、社会福祉法人大津ひかり福祉会理事会の議決を経るも

のとする。 

 

付 則 

１、この園則は2021年11月13日制定、2022年4月1日から施行する。 

２、2022年5月28日理事会にて第16条（保育料等）を一部改正、これを2022年6月1日より適

用する。 

３、この園則は2022年10月22日改正、定員変更を2023年４月１日より、他は同日より適用

する。 

―運営半期を経、随所の文言表記を改め、第17条１、２による入園申込に面接面談に

よる受付受理を加筆した― 

４、この園則は2023年3月25日改正、2023年４月１日より適用する。 

―第6条２項（2）年末年始の休業日を12月29日からと改め、第16条（3）実費徴収の表

から「写真代」を削除、新たに「使用済み尿おむつの処分料」を加入し、「園児損害

保険料」および「遠足代」についての一部文言表記を改めた。―  

５、この園則は 2023年 10月 28日改正、 2024年４月１日より適用する。  

―第 1条第３項基本理念に、新規制定された重要法律を追加入する。第 19条利

用の終了に関する事項を改め、カスタマーハラスメント等の対応困難事例に対

処するべく根拠規定を定める。―  

 


